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第5次中期経営計画の振り返り
第5次中期経営計画の概要

2021年3月期　第５次中期経営計画における目標指標の実績

第５次中期経営計画は、2018年4月～ 2021年3月の3年間を計画期間として、「地域におけるさらなる存在感の向上と収
益力の強化の両立」を基本方針に活動してまいりました。「主要戦略①Action」および「主要戦力②Change」の着実な遂行によ
り、収益力の向上と経費削減の両立を実現しました。

紀陽銀行は、第5次中期経営計画において「地域におけるさらなる存在感の向上と収益力の強化の両立」を
基本方針として定め、「どんな課題にも本気で向き合い、お客さまの期待をこえる銀行となる」ことを約束します。

中小企業向け貸出の増強
本業支援を通じた収益機会の拡大

オーナー取引の拡充による収益機会の拡大
コアカスタマー戦略の展開

金融サービス高度化に
向けた営業体制整備

営業体制構築に向けた
業務効率化への取組

『中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの展開』

地元企業とのリレーション強化による
総合収益拡大モデル

地元企業に対する積極的なリスクテイク

当行
収益力の

強化

取り巻く
金融環境の

変化

マイナス
金利政策による

厳しい
収益環境

他金融機関との
競合激化

地域金融機関の
再編加速

AI・FinTech
等のICT革新

お客さまに対するコミットメント

主要戦略① Action
～中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの深化～

主要戦略② Change
～競争力を拡大する新しい営業体制の構築～

『どんな課題にも本気で向き合い、『どんな課題にも本気で向き合い、
お客さまの期待をこえる銀行となります』お客さまの期待をこえる銀行となります』

基本方針 地域におけるさらなる存在感の向上と収益力の強化の両立

主要テーマ 中小企業取引において圧倒的競争力を有する
地方銀行をめざす

主要戦略
主要戦略①
Action ～中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの深化～
主要戦略②
Change ～競争力を拡大する新しい営業体制の構築～

収益性（親会社株主に帰属する当期純利益〈連結〉）

健全性（自己資本比率〈連結〉）

顧客向けサービス業務利益※（銀行の本業で稼ぐ力）

株主還元（株主還元率）

効率性（本業ＯＨＲ〈単体〉）

第5次中計最終年度100億円以上

第5次中計最終年度9%以上 第5次中計期間中 安定的に30％程度

第5次中計最終年度90％以下

(億円)

(%)

（億円）

(%)

(%)

※営業経費÷（貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益）

※顧客向けサービス業務利益
＝貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益−営業経費

117

100億円

9%

90％

30％程度

116

137 95.5

9.7

16

42

67

29.2

88.6

9.3

29.3

82.9

10.0

24.7

2018/3期 2018/3期

2018/3期

2018/3期

2018/3期

2019/3期 2019/3期

2019/3期

2019/3期

2019/3期

2020/3期 2020/3期

2020/3期

2020/3期

2020/3期

2021/3期 2021/3期

2021/3期

2021/3期

2021/3期

135億円

78.0%

10.4%

90億円

24.7%

計画最終年度
39億円以上

地元地域
地域経済の

活性化

地元企業
事業の

成長・発展
本業支援活動の展開

事業性サービス収益の
拡大

富裕層取引の展開

オーナー取引の拡大

新中期経営計画
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紀陽銀行の成長戦略

紀陽銀行の『持続可能なビジネスモデル』

第5次中期経営計画

中小企業向け貸出の増強
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第６次中期経営計画の全体像

紀陽銀行は、第6次中期経営計画において「地域における圧倒的な存在感の発揮とグループ機能の最大化」を基本方針として
定め、お客さまや地域のどんな課題にも本気で向き合い、お客さまの期待をこえる銀行となることを約束します。

〈お客さまに対するコミットメント〉
『どんな課題にも本気で向き合い、お客さまの期待をこえる銀行となります』

〈主要戦略①〉　中小企業分野への経営資源の集中投下

第６次中期経営計画の位置づけ第6次中期経営計画(2021年4月～ 2024年3月)

第6次中期経営計画の目標指標

第５次中期経営計画を第１フェーズとし、「地域におけるさらなる存在感の向上と収益力の強化の両立」をめざしてまいりまし
た。第５次中期経営計画が順調に推移したことにより、第２フェーズである第６次中期経営計画にて「中小企業分野への経営資
源の集中投下」「グループ機能を活用した新たな収益機会の創出」「戦略を実現するための人材育成と人事制度の改革」を進めて
まいります。そして、第７次中期経営計画を第３フェーズとし、中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルを確立し、グルー
プ一体で地元企業のバリューチェーンに関わる「総合金融グループ」へと進化させ、「銀行をこえる銀行」の実現をめざします。

紀陽銀行は、第６次中期経営計画において、第5次中期経営計画から引き続き、「どんな課題にも本気で向き合い、お客さま
の期待をこえる銀行となる」ことをお客さまに対するコミットメントとしており、基本方針を「地域における圧倒的な存在感の発揮
とグループ機能の最大化」を掲げ、「中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデル」をさらに追求することにより、取引先メイ
ン化による収益力の強化を図ってまいります。

基本方針

主要テーマ

主要戦略

地域における圧倒的な存在感の発揮とグループ機能の最大化

中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの追求
～コアカスタマー戦略の拡大による収益力の増強～

〈主要戦略①〉
中小企業分野への経営資源の集中投下

〈主要戦略②〉
グループ機能を活用した新たな収益機会の創出

〈主要戦略③〉
戦略を実現するための人材育成と人事制度の改革

中小企業向け貸出を起点とした
ビジネスモデルのさらなる深化

グループ収益力強化
金融サービス高度化 組織力強化

組織力強化

　事業性コアカスタマー先数増加計画
　中小企業向け貸出残高増加計画
　コンサルティング機能の強化

競争力を拡大する新たな
営業体制の構築

　金融仲介機能強化に向けた体制整備
　持続可能な地域金融インフラの構築

新しい社会環境への対応
(ウィズコロナ・アフターコロナ)

　事業継続支援、事業再生・事業承継支援
　ニューノーマル社会への対応

〈主要戦略②〉　グループ機能を活用した新たな収益機会の創出

グループの再編・体制整備 グループ機能活用による
サービスの高度化

　主なグループ戦略
紀陽情報システム ：事業の高度化による地元企業へのIT供給
紀陽リース・キャピタル ：リース専業化による地元企業への資金供給
紀陽キャピタルマネジメント ：投資会社設立による地元企業への資本供給
紀陽パートナーズ ：人材紹介業務による地元企業への人材供給

〈主要戦略③〉 戦略を実現するための人材育成と人事制度の改革

顧客向けサービス業務利益〈単体〉

親会社株主に帰属する当期純利益〈連結〉

本業OHR〈単体〉

ROE〈連結〉

人事制度の改定 人材の育成人材資源の適正配置による
競争力の最大化

　人事戦略の位置付け
　経営戦略を実現するための人事戦略体制
　人事ポリシー・求める人材像
　実現に向けた取り組み

第1フェーズ
第5次中期経営計画

地域におけるさらなる存在感の向上と
収益力の強化の両立

〈顧客向けサービス業務利益(実績)〉
(億円)

17

2018/3期
(実績)

2019/3期
(実績)

2020/3期
(実績)

2021/3期
(実績)

43
67

90

第5次中期経営計画

主要戦略① Action
中小企業向け貸出を起点とした
ビジネスモデルの深化

主要戦略② Change 
競争力を拡大する新しい営業
体制の構築

第2フェーズ
第6次中期経営計画

地域における圧倒的な存在感の発揮と
グループ機能の最大化

〈顧客向けサービス業務利益(目標)〉
(億円)

2024/3期
(目標)

100億円
以上

主要戦略①
中小企業分野への経営資源
の集中投下

主要戦略②
グループ機能を活用した
新たな収益機会の創出

主要戦略③
戦略を実現するための人材育成
と人事制度の改革

第3フェーズ
第7次中期経営計画

地域における絶大な信頼の確立と
お客さまとの共通価値を創造する

総合金融グループへの進化

〈顧客向けサービス業務利益(目標)〉
(億円)

2027/3期
(目標)

130億円 
以上

『銀行をこえる銀行』へ
中小企業向け貸出を起点としたビジネス
モデルの追求により、グループ一体で地
元企業のバリューチェーンのすべての領

域に関わり、価値共創する

(中小企業向け貸出を起点とした
ビジネスモデルの確立)

(億円)

117 116
137 135

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2024/3期
(目標)

125億円以上

(億円)

16

42

67
90

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2024/3期
(目標)

100億円以上
95.5%

88.6%

82.9%
79.0%

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2024/3期
(目標)

75%以下

5.3% 5.1%

6.1% 5.9%

2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2024/3期
(目標)

5%以上
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中小企業分野への経営資源の集中投下

事業性コアカスタマー先数増加計画

中小企業向け貸出残高増加計画

地元企業へのサポート体制＆コンサルティング機能の強化
事業性コアカスタマーに対し、当行の経営資源を集中投

下し、当行グループが持つ機能を最大限に活用することによ
り、取引先に対して新たな価値をご提供すると同時に、当行
の収益力の一層の向上を図ります。また、取引先の総合取
引拡充を図るための活動を強化するとともに、外部との連携
やＷＥＢツール等を効果的にご提供し、顧客満足度向上をめ
ざします。

当行の収益基盤である中小企業取引に経営資源を集中す
ることで、事業性貸出取引をプラットフォームとした総合収益
の拡大をめざします。

新型コロナウイルス感染症による影響やＤＸ化などにより、地元企業を取り巻く環境は大きく変化しております。当行では、 
ＩＴコンサルティングや後継者育成コンサルティング、ＢＣＰコンサルティングなど、当行グループの強みを活かしたコンサルティン
グメニューの強化や地元地域の課題解決に資する活動を積極的に展開することで、事業性関連役務収益の増強をめざします。

経営資源を集中投下
する層

(営業担当者が管理
する先）

効率的なアプローチを
実施する層

(リモートチャネル等
を活用する先)

当行をメインバンクとしてご利
用いただいているお客さま(=
コアカスタマー )に対し、当行
の経営資源を優先的かつ集中
的に投下。当行グループが持
つ機能を最大限に活用し、新
たな価値をご提供していく。

外部との連携やWEBツール
等を効果的にご提供するこ
とで顧客満足度向上を図り、
将来的な事業性コアカスタ
マーとなる活動を展開する。

コアカスタマー

ボリューム
カスタマー

ローコストカスタマー

マスリテール層

〈中小企業向け貸出残高推移〉 ※2021年3月末実績からの目標

(億円)

12,932
13,687

15,201

2019/3末 2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

+1,400億円
以上

実績(第5次中期経営計画) 計画(第6次中期経営計画)

中小企業向け貸出ビジネスの現状
当行では、第5次中期経営計画において「コアカ

スタマー戦略」を遂行し、当行がお取引先さまのメ
イン行となることで、コアカスタマー先数の増強、
および中小企業向け貸出残高の増加を達成いたし
ました。今期からスタートする第6次中期経営計画
においても、引き続き「コアカスタマー戦略」を進め
ることで強固な顧客基盤を構築するとともに、地元
企業の皆さまに対するサポートやコンサルティング
の強化を図り、地域における当行の存在感をさらに
高めてまいりたいと考えております。

不動産マッチング
　地元不動産業者等との接点強化
　取引先の不動産アセット最適化提案を通じた

不動産ニーズの発掘強化　等

IT
コンサルティング

　大企業向けITコンサルティング体制拡充
　中小企業向けデジタル化推進支援拡充　等

BCP
コンサルティング

　地元企業の事業継続に向けたコンサルティング
強化

　BCPセンター (仮称)の設立　等

後継者育成
コンサルティング

　経営者の抱える経営課題「後継者の育成」
に対する支店長等による
コンサルティング活動の展開

事業承継サポート 　様々な情報収集チャネルとの連携強化
　M&A拠点増設による和歌山県内体制強化　等

財務・資金繰り
サポート

　コロナ禍における取引先の財務バランスの
正常化、資金繰り支援

　新型コロナ対策担当(融資部)の設置　等

事業性関連役務収益計画
(億円)

14
17

20

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

25億円
以上

実績(第5次中期経営計画) 計画(第6次中期経営計画)

地元企業へのサポート体制

コンサルティング営業室

・M&A等の事業承継支援
・不動産情報の提供・有効

活用の提案
・BCP対策の提案　等

ITコンサルティングデスク

・システム導入・更改等に
かかるコンサルティング

・グループ会社「紀陽情報
システム(株)」との連携　等

プライベートバンキングデスク

・金融商品の提案
・不動産情報の提供・有効

活用の提案(コンサルティ
ング営業室と連携)　等多様化する経営課題

・事業承継

・不動産の有効活用

・BCP策定

個人資産運用

・余資運用

・不動産運用

コロナ禍の影響

・財務状況の悪化

・資金繰りの悪化

企業のDX化

・IT導入・活用

・働き方の多様化

営業店・融資部

・財務バランスの正常化(※)
・資金繰り支援(※)
・後継者育成コンサルティング

等

(※)新型コロナ関連対応を含む地元企業を取り巻く
環境の変化

地元企業

中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルのさらなる深化

主要戦略①

取締役上席執行役員
営業推進本部長
丸岡　範夫
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中小企業分野への経営資源の集中投下

和歌山営業本部の新設 大阪堂島営業部の競争力拡大
本店所在地であり、当行のマザーマーケットである和歌山

市内の事業性にかかる各お取引を一元に担う部署として、本
店内に「和歌山営業本部」を新設いたしました。和歌山営業
本部では、和歌山におけるビジネスの創造支援と地域経済
の持続的な成長に貢献することをめざす姿とし、本部専門ス
タッフの配置、各本部との緊密連携により、多角的かつ深度
あるコンサルティング機能を有するこれまでにない新たな金
融サービス体制を構築し、お客さまの本業に関するあらゆる
ニーズに向き合い、解決策をご提供してまいります。

大阪堂島営業部は、渉外活動を主体とした中小企業取引特化型店舗であり、大阪市内中心部に位置しています。当行は大
阪に進出してから７０年以上の歴史がありますが、大阪市内における当行の貸出金シェアは１％強であり、開拓の余地は十分に
あるエリアです。大阪堂島営業部では、事業性取引の新規開拓に特化した法人新規開拓室（大阪法人営業室）と連携することで、
大阪市内エリアにおける当行シェアの拡大を図るとともに、大阪市内の旗艦店舗となるべく、中小企業取引地域ナンバー 1店
舗をめざします。

価値共創

お取引先さまの
経営課題解決

和歌山における
ビジネス創造支援

地域経済の
持続的な成長

和歌山エリアをより深掘りしていくために
和歌山営業本部では、和歌山市内の事業性取引

の集約を行うと同時に、営業担当者、融資担当者
約７０名を１ヵ所に集約することで、「情報の一元化」

「サービスの高度化」「専門性の向上」を実現しま
す。これまでにない新たな金融サービスの提供を
行うことにより、地元のお取引先さまの経営課題解
決に資する活動を通じて、価値共創を図ってまいり
ます。

競争力を拡大する新たな営業体制の構築〈金融仲介機能強化に向けた体制整備〉

本店営業部

和歌山東
法人営業部

和歌山中
法人営業部

和歌山南
法人営業部

和歌山西
法人営業部

和歌山北
法人営業部

和歌山営業本部 紀陽大阪ビル

〈当行の中小企業向け貸出における和歌山市内シェア〉
和歌山市内の中小企業向け貸出残高および先数は当行全体の約5分の1を占める

（※2021年3月末時点）

〈めざす姿〉 和歌山におけるビジネスの創造支援と地域経済
  の持続的な成長に貢献

〈目　的〉  多角的かつ深度あるコンサルティング機能を有
  する新たな金融サービス体制の構築

事業性担当 本部専門スタッフ連携

中小企業取引
特化型店舗

〈大阪堂島営業部〉

中堅・大企業取引

<大阪支店>

<本部>

住宅ローン取引

法人新規開拓室
(大阪法人営業室)

融資部 大阪分室

〈堂島住宅ローンセンター〉

連携

情報の一元化 サービスの高度化 専門性向上

主要戦略①

常務執行役員
和歌山営業本部長 兼
本店営業部長
安行　一浩

〈大阪市内エリアメインバンク調査〉 〈大阪市内エリア貸出金シェア〉

紀陽銀行
357社

（0.7%）

紀陽銀行
5,762億円
（1.8%）

メガバンク・地方銀行・
信用金庫・信用組合　等

※2020年3月末時点※2020年12月帝国データバンク調べ

メガバンク・地方銀行・
信用金庫・信用組合　等

和歌山市内
2,757億円
（18%）

残高合計
15,201億円

先数合計
16,407先

和歌山市内
3,189先
（19%）
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中小企業分野への経営資源の集中投下

店舗機能・体制の見直しによる店舗チャネルの適正化 事業継続支援、事業再生・事業承継支援

ニューノーマル社会への対応

ＷＥＢチャネルの発展、キャッシュレス化の進展により、営
業店窓口やＡＴＭの利用者数は年々減少傾向にあります。一
方で、インターネットバンキングやアプリの利用者数は飛躍
的に拡大しています。当行では、対面チャネルの適正化や非
対面チャネルの構築を進めることで、地域金融インフラの維
持を図ってまいります。

新型コロナウイルス感染症の影響により、経営に影響を受けられているお取引先さまは多数いらっしゃいます。
当行はこれまで全力で資金繰り支援を行ってきましたが、今後はお取引先さまの資本強化サポートや本業支援を積極的に展

開します。

当行では、２０２０年４月より「Ｋｉｙｏ Ｂｉｇ Ａｄｖａｎｃｅ」の取扱いを開始し、非対面によるお取引先さまとの接点強化を図っていま
す。「Ｋｉｙｏ Ｂｉｇ Ａｄｖａｎｃｅ」では、ビジネスマッチングや士業サポートのメニューがインターネットを通じて利用することが可能
であり、コロナ禍におけるニューノーマル社会の対応に適したサービスです。また、多くの企業でテレワークやＷＥＢ会議をはじ
めとするデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の重要性が増すなか、ＩＴコンサルティングを通じて企業のデジタル化推進に向
けたサポートを行っています。

持続的な金融仲介機能の発揮に向けて
新型コロナウイルス感染症の影響により、地域

金融機関を取り巻く環境は大きく変化しています。
そのようななかで、金融仲介機能を十分に発揮して
いくために、店舗機能・体制の適正化やＷＥＢチャ
ネル等の充実を図ってまいりました。当行では２０
年以上前から連合店舗制を導入するなど、店舗改
革を実施してきており、そのノウハウを活用するこ
とで、持続的な金融仲介機能の発揮に向けた体制
の構築をめざしてまいります。

競争力を拡大する新たな営業体制の構築〈持続可能な金融インフラ の構築、新しい社会環境への対応〉

対面チャネルの適正化

非対面チャネルの構築

〈連合店舗制の拡大〉
事業性取引拠点の集約による高度な提案体制の構築

〈ブランチインブランチ方式による店舗統合〉
リアルチャネル(店舗)が果たすべき役割を最も効率的に
発揮できる体制を構築

〈ATMチャネルの適正化〉
ATM拠点別の利用実績等を考慮したATMチャネルの適正化(スクラッ
プ&ビルド)による利便性向上とコスト削減の両立

〈ITチャネルの拡充〉
店舗代替チャネルの深化

〈コミュニティプラザ(※)の開設〉
地域・顧客への利便性の維持、低コストでの店舗運営体制の確立
(※預金業務、為替業務、付随業務に取扱業務を限定した店舗)

ブランチインブランチ方式による
店舗統合

コミュニティプラザの開設
〈10拠点程度開設予定〉

(各拠点数は2021年3月末時点) (各拠点数は2021年3月末時点)

有人拠点数
和歌山県内 56拠点
大阪府内 39拠点
東京都内 1拠点

2割程度
削減予定

うち事業性取引拠点数
和歌山県内 16拠点
大阪府内 32拠点
東京都内 1拠点

2割程度
削減予定

A支店 B支店 A支店
B支店

コミュニティ
プラザ

〈B支店の跡地に開設〉

ATM拠点別の利用実績を調査 ATMチャネルの適正化
〈1割程度削減予定〉

アプリ機能充実

スマートアプリ
「キヨスマ!」機能拡充

ITインフラ充実

タブレット端末の
機能拡充

WEBチャネル充実

インターネット
バンキング機能拡充

金融支援・本業支援 事業再生・事業承継支援

コンサルティング
営業室 事業承継ファンド

紀陽キャピタル
マネジメント

経営サポート室 事業再生ファンド

ITコンサルティング
デスク 地元企業

資本増強支援

Kiyo Big Advanceの展開 IT導入支援

・資金繰り支援
・ビジネスマッチング・クラウドファンディング等にかかる支援
・グループ会社によるリース調達、IT導入等にかかる支援　等

・グループ会社「紀陽キャピタルマネジメント(株)」と連携した支援
・ファンド投資にかかるハンズオン等抜本的支援による事業再生
・M&A等を通じた事業承継支援　等

・政府系金融機関「資本性劣後ローン」および当行プロパー貸
出実行による資本増強・資金繰り支援

・当行の「プロパー資本性ローン」による資本増強支援　等

・2020年4月に導入した「Kiyo Big Advance」を積極的に推進
し、非対面による取引先との接点拡充を実施。

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴うニューノーマル社会へ
の対応を支援。

・新型コロナウイルス感染症拡大を契機に、多くの企業でテ
レワークやWEB会議をはじめとするデジタルトランスフォー
メーションの重要性が増すなか、ITコンサルティングを通じ
て企業のデジタル化推進に向けた積極的なサポートを実施。

地元企業

※2021年3月末時点
　一般会員数　1,822社

IT導入支援

※ＩＴコンサルティング　　提案件数６３件　成約件数１７件（２０２１年３月期実績）

主要戦略①

取締役常務執行役員
経営企画本部長 兼
東京本部長
横山　達慶
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グループ機能を活用した新たな収益機会の創出

グループの再編＆体制整備

グループ収益
の拡大

グループガバナンス
の強化

紀陽情報
システム(株)

・ソフトウェア開発事業
・ITコンサルティング

紀陽情報
システム(株)

・ソフトウェア開発事業
・ITコンサルティング

 2021年7月
紀陽情報システムの
銀行業高度化等会社認可取得

 2021年3 ～ 4月
紀陽リース・キャピタルの
リース専業会社化
・リース事業の拡大・セミナー事業の移管

 2021年3月
紀陽キャピタルマネジメントの新設
・事業再生・事業承継投資の拡充

 2021年1月
紀陽ビジネスサービスの会社分割
・人材紹介事業の拡充・特例子会社の拡充
 (障がい者雇用拡大)

紀陽リース・
キャピタル(株)

・リース事業
・キャピタル事業
・セミナー事業

紀陽リース・
キャピタル(株) ・リース事業

紀陽キャピタル
マネジメント(株) ・投資事業

紀陽
パートナーズ(株) ・人材紹介事業紀陽ビジネス

サービス(株)
※特例子会社

・人材紹介事業
・事務受託事業

紀陽ビジネス
サービス(株)
※特例子会社

・事務受託事業

(株)紀陽
カードディーシー ・クレジットカード事業 (株)紀陽

カードディーシー ・クレジットカード事業

(株)紀陽カード ・クレジットカード事業

(株)紀陽カード ・クレジットカード事業

阪和信用保証(株) ・信用保証事業 阪和信用保証(株) ・信用保証事業

グループ体制の見直し

地元企業を取り巻く環境の変化

<ITコンサルティング>
紀陽情報システム(株)

金融機関 紀陽銀行

企業のライフサイクル
創業期

成長期 成熟期 衰退期

IPO 事業承継

事業再生

紀陽情報システム

※認可取得による事業拡大
一般事業会社向け

ソフトウェア開発　等

ITコンサルティング

日本ユニシス
との協働

地方公共団体

銀行業高度化等会社
認可取得

銀
行

関
連
会
社

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
開
発
　
等

地
域
企
業

求人登録

求職者登録

紹介

地
元
企
業

紀
陽
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ

当
行
グ
ル
ー
プ

県
内
信
用
金
庫

〈事業承継・事業再生投資〉
紀陽キャピタルマネジメント(株)

 後継者不在等による事業承継の取り組み
 財務改善支援による事業再生の取り組み
 企業の新たなステージに向けたIPO出資
 認定支援機関事業の展開

〈リース事業〉
紀陽リース・キャピタル(株)

 リース媒介業務のさらなる展開
～銀行本体の営業リソースのさらなる活用～

 より高度なリース提案体制の構築
～専門的ノウハウを持った人材の育成～

〈クレジットカード事業〉
(株)紀陽カード・(株)紀陽カードディーシー

 キャッシュレス化に伴う展開
～クレジットカード・加盟店契約の推進～

 オーナー等富裕層向けプレミアムカード推進

〈有料職業紹介事業〉
紀陽パートナーズ(株)

 当行グループOB・OG等求職者紹介
 和歌山県内信用金庫OB・OG等求職者紹介
 経営幹部人材の供給

デジタル化
ITニーズ

事業承継ニーズ
事業再生ニーズ

人材ニーズ

資金ニーズ・
決済機能の多様化

地元企業

主要戦略②

グループ一体となった支援体制の構築
当行では、中小企業取引にかかる営業体制を強化すると同時に、

グループ会社の機能を用いてお客さまをサポートする体制を構築
しております。当行グループ会社体制を整備・強化することにより、

「紀陽銀行×グループ会社」で地域社会や地元企業にとって「なく
てはならない」存在感を発揮し、金融仲介機能強化を行ってまいり
ます。

執行役員 
経営企画部長 兼
関連事業室長
山東　弘之

・事業計画策定
・ビジネスマッチング
・資産運用
・ 事業承継対策・ 

M&A
・ BCPコンサルティング
・ 人事コンサルティング
・ ITコンサルティング

 等

営業支援部
(コンサルティング
営業室)

・事業計画策定
・ビジネスマッチング
・資産運用
・ 事業承継対策・ 

M&A
・ BCPコンサルティング
・ 人事コンサルティング
・ ITコンサルティング
・ セミナー事業 等

営業支援部
(コンサルティング
営業室)

・グループ会社管理関連事業室 ・グループ会社管理関連事業室

グループ体制の見直し グループ機能活用によるサービスの高度化
２０２０年８月、グループ収益の拡大およびグループガバナンスの強化を目的に、「関連事業室」を設置しました。関連事業室

では、グループ会社に関する事業を統括し、サービスの多様化と高度化を進め、お客さまからのニーズに的確に対応する体制
を構築することによりグループシナジーを強化し、収益力拡大をめざしています。

２０２０年度下期には、グループ会社の再編を行い、２０２０年３月末時点では６社であったグループ会社を８社とし、グループ機
能の拡大を行いました。今後は各グループ会社機能を高度化すべく、あらゆる施策の検討を行っていきます。

地元企業を取り巻く環境は銀行が持つ機能ですべて対応することはできません。当行ではグループ会社が持つ機能を最大
限に活用すべく、グループ会社の体制整備や事業の高度化を進めております。主な取り組みとしては、紀陽情報システムの銀
行業高度化等会社認可の取得です。紀陽情報システム株式会社は業歴３０年以上、年商約３０億円と地方銀行系システム会社
では歴史のある大規模なＩＴ会社です。銀行業高度化等会社の認可取得により、紀陽情報システム株式会社が持つノウハウやシ
ステム開発力を地域に還元するなど、取引先や地域社会のＤＸに大きく貢献してまいります。
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〈旧体制(2020年9月時点) 〉 〈新体制(2021年7月時点) 〉
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戦略を実現するための人材育成と人事制度の改革

“働きがいを感じ、人が輝く”組織づくり
第６次中期経営計画の主要戦略を実行していくのは「人」であり、戦略を

実現するための人材育成はその結果を左右する重要な要素となります。ま
た、多様な人材が活躍するなかで、“働きがいを感じ、人が輝く”組織を醸
成するために、人事制度そのものの改革に取り組みたいと考えています。
様々な取り組みから、お客さまの核心的な課題解決ができるコンサルティ
ング人材や、専門的かつ高度な知識を持って課題解決に導く専門人材を育
成することで、「銀行をこえる銀行」を実現し、地域社会の発展に貢献して
まいります。

人事部長
押村　浩

経営理念

経営方針

中期経営計画

経営戦略
×

人事戦略

経営層

経営企画本部

関連事業室 人事部経営企画部
経営戦略の
企画・立案

グループ戦略の
企画・立案

人事戦略の
企画・立案

▶人事戦略の位置づけ ▶経営戦略を実現するための人事戦略体制

主要戦略③

第６次中期経営計画を達成し、めざす銀行像「銀行をこえる銀行」を実現するのは「人」であり、最も重要な経営資源
であると認識しています。

金融機関を取り巻く環境が目まぐるしく変化するなか、地域のお客さまの多様なニーズにお応えしていくためには、
行員一人ひとりが最大限に能力を発揮することが不可欠であると考え、「戦略を実現するための人材育成と人事制度
の改革」を第６次中期経営計画の主要戦略のひとつに掲げました。

経営企画本部では、経営企画部・人事部・関連事業室が所属し、それぞれが「経営戦略」「人事戦略」「グループ戦
略」の企画・立案を行っています。各戦略を融合し、経営層との協議を重ねることにより、第６次中期経営計画の早期
達成に向けた人材資源の適正化や人事制度改革を実現してまいります。

“人”こそが最大の経営資源であり、行員一人ひとりが仕事を通じて常に成長し、
「働きがいを感じ、人が輝く」組織づくりにより当行および地域社会の発展に貢献する

〈人事ポリシー〉
“働きがいを感じ、人が輝く”組織へ

「“働きがいを感じ、人が輝く”組織」をめざし、人材育成と環境整備に向けた取り組みを進めています。行員一人ひとりの多
様な価値観や個性を尊重し、成長に向けた機会を提供するとともに、日々の行動を公正に評価することで、「働きがい」を創出
する好循環組織への転換を実現してまいります。

多様な価値観の尊重 行員一人ひとりの多様な価値観や個性を尊重し、最
大限の力を発揮できる制度や環境を整備

行員一人ひとりの努力と意欲に応え、成長を促すた
めの挑戦の機会を提供

行員一人ひとりの日々の行動や成果を公正に評価し、
納得性のある処遇の実現により働きがいを高める

挑戦と成長の
機会の提供

公正な評価と納得性
のある処遇

〈求める人材像〉 Ｂｅ “ＣＨＡＮＧＥ”

主な取り組み

めざす銀行像「銀行をこえる銀行」を実現できる人材として、「求める人材像」を「Ｂｅ “ＣＨＡＮＧＥ”」と定めました。銀行という
枠に捉われず、自ら新しい価値を生み出すことで、地域・お客さま・銀行の発展に貢献できる人材の育成をめざします。

自律的に考え、学び、
自身の行動を変える

ことができる人

自ら変化する

周囲を巻き込み、現状を
変えることができる人

変化をつくる

時代の変化や多様な価値観を
認め、新たな発想・変化に

つなぐことができる人

変化をつなぐ
何事も中長期的な目線
で捉えることができる人

変化をよむ経営戦略を実現し
お客さまの期待をこえる
プロフェッショナル集団へ

▶人事制度の改定 若手行員の早期登用や女性の活躍推進、高年齢者行員の活用
など、多様な人材が働きがいを感じ活躍できる環境を整備

▶人材資源の適正配置による
　競争力の最大化

経営戦略に則した成長につながる人材配置

▶人材の育成 求める人材像の育成に向けた新たな育成体系の構築

「働きがい」創出による好循環組織への転換
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デジタルストラテジー

紀陽銀行では、グループ会社である紀陽情報システム株式会社の銀行業高度化等会社の認可取得を受け、２０１９年４月
に開始しました「ITコンサルティング」をさらに深化させることにより、「銀行業の高度化」、「地域のDX（デジタルトランス
フォーメーション）の推進」、「高度化人材の育成等」について積極的に展開してまいります。

デジタルストラテジービジョン

紀陽フィナンシャルグループを取り巻く外部環境

ＤＸ推進による価値共創の実現

銀行業の高度化

地域のＤＸ推進

高度化人材の育成・確保・展開

紀陽フィナンシャルグループのめざす姿（コンセプト）

少子高齢化・
人口減少・
事業所減少

新型コロナ
ウイルスによる
社会構造変化

銀行法等の
規制緩和

デジタライ
ゼーション

（ＤＸ）の進展

気候変動による
水害の増加

南海トラフ地震
発生率の上昇

中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの追求により
グループ一体で地元企業のバリューチェーンのすべての領域に関わり

価値共創する総合金融グループ

地域における圧倒的な存在感の発揮とグループ機能の最大化

紀陽情報システムの「銀行業高度化等会社認可取得」による業務領域拡大
取引先向け

システム開発・構築
地公体向け

システム開発・構築
他金融機関向け

システム導入支援　等

基幹系システム
の高度化

他金融機関への
展開

金融サービスの
デジタル化

行内業務の
デジタル化

▶基幹系システムクラ
ウド化

▶さらなる高度化によ
るインフラコスト削減

▶基幹系システムの
パッケージ提供、導
入支援、制度エンハ
ンス対応

▶スマートアプリの機
能拡充

▶インターネットバン
キング機能拡充　等

▶窓口業務受付システ
ム展開

▶Microsoft365の 
活用

地元企業

▶ＩＴコンサルティングでの
本業支援

▶地域ＩＴ企業とのアライア
ンス

高度化人材育成

▶地方発信のＤＸ推進による
高度化人材の育成

地公体

▶行政デジタル改革との 
連動

▶2025年自治体システム
標準化

外部からの確保

▶銀行業高度化等会社認
可取得によるＩＴ人材への
訴求

地方創生

▶地域、民間企業との共同
研究による地方創生の取
り組み

地域への展開

▶高度化人材の取引先への
派遣 等

デジタルストラテジー推進体制

紀陽銀行　取締役会

ＩＴ戦略委員会

経営企画部 IＴ戦略室

営業支援部
ＩＴコンサルティングデスク 地方創生推進室 営業統括部 事務システム部

監督 報告

銀行の各セクションと連携

紀陽情報システム株式会社

第６次中期経営計画（基本方針）

経営戦略の達成外部環境への対応 めざす姿の達成

デジタルストラテジー　https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/strategy.pdf

紀陽銀行×紀陽情報システムによるデジタライゼーションの推進
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